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本書（George J. Benston, Michael Bromwich, Robert E. Litan, and Al-

fred Wagenhofer, Worldwide Financial Reporting: The Development and

Future of Accounting Standards , Oxford University Press,２００６, 川村義

則・石井明監訳，上田晋一・山内暁・赤塚尚之・中村文彦訳『グローバ

ル財務報告：その真実と未来への警鐘』中央経済社，２００９年。）は，唯

一無二のグローバルな会計基準の一本化に警鐘を鳴らし，会計基準の開

発に向けた健全な基準間競争の必要性を主張している。国際政治の文脈

では，SARS対策に並び，現状の国際財務報告基準への統合化の動きは

高く評価されている。さらに，国際財務報告基準の受け容れを表明する

国や地域が世界の大勢を占めている。にもかかわらず，本書の主張は大

勢に屈することなく，真っ向から冷や水をかけている格好になっている。

本書は，全１１章から構成されており，各章の目次は下記のとおりである。

第１章 主要先進国の資本市場の変化と本書の概要

第２章 監査済み財務諸表が有用である理由と仕組み

第３章 監査基準および会計基準

第４章 米国における企業財務報告と規制

書 評
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第５章 英国における企業財務報告と規制

第６章 ドイツにおける企業財務報告と規制

第７章 EUにおける企業財務報告と規制

第８章 日本における企業財務報告と規制

第９章 企業財務開示の多様性

第１０章 グローバル財務報告基準

第１１章 総括および展望

第１章は，資本市場が発展しても，財務報告の意義が失われないこと

を主張している。資本市場は，投資家の増大や情報技術の発展により，

その取引規模も拡大し，グローバル化している。その傾向は今後も続く

ことが予想される。経済社会において，証券投資が重要な役割を果たす

ようになるほど，企業によるディスクロージャーの意義，すなわち投資

意思決定に有用な会計情報の開示が一層重要となってくる。

しかしながら，会計情報の利活用法は投資意思決定にとどまらない。

会計情報の主要な利用者は公開会社の投資家を念頭に置いているが，現

実には債権者をはじめとする多様な利害関係者も利用している。多様な

利害関係者の情報ニーズは異なるものの，その共通した関心は「信憑性

のある数値への要求」にある。第２章は，投資家に有用な会計情報は多

様な利害関係者の異なる情報ニーズを満たすことができるため，監査済

財務諸表の有用性を説明している。

一般に認められた会計基準に基づいて作成された監査済みの財務諸表

数値は実績値であっても，作成者としての経営者の裁量が含まれている。

経営者の裁量の影響を受けても，財務諸表数値は経験的証拠に基づく限

り，検証可能性を備えており，また計算原理の基礎も明確であるため，

無用な誤解を避けることができ，さらに，監査を受けることにより，情

報内容の信憑性が保証されるので，情報処理コストが低下するなどの理

由から，監査済財務諸表の有用性が説明されている。なお，２０００年代初
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頭の米国における会計スキャンダルの教訓から，監査業界では「過小監

査」よりも「過剰監査」へと保守的な姿勢へシフトし，その傾向は続く

ものと予測され，監査は一層厳格になると見られている。

このように，経営者は投資家や債権者などにとって，信憑性のある財

務諸表を提供することにより便益を得ることができ，また独立職業会計

士も企業が作成する財務諸表の信憑性を証明するインセンティブがある

と，著者は主張するのである。

財務諸表は一般に認められた会計原則や会計基準に基づいて作成して

いる。したがって，会計基準や監査基準の必要性やそれらの役割，基準

設定のあり方が検討課題となる。第３章はこの検討課題に取り組んでい

る。会計基準及び監査基準は明文化されているため，独立職業会計士に

とって，適正な職務行為の論拠であり，自己防衛の手段及び適正な職務

行為の規範となり，ひいては違反行為への圧力を回避するための抑止力

としての効果をもつ。また，一定の知識をもつ利用者による財務諸表分

析だけでなく，より専門性の高い利用者，投資顧問やアナリストの業務

内容を効率化する。このように，明文化された会計基準や監査基準は独

立会計士及び投資家の便益を保護することになると，著者は主張する。

第３章はまた，基準設定の主体及びその開発すべき基準の特性につい

ても議論している。現行の会計基準設定は会計職業団体ではなく，幅広

い利害関係者から構成される民間組織が担っている。基準設定主体はま

た政府機関による運営も考えられる。しかしながら，政府機関による基

準設定は，基準が専門的判断の産物ではなく，政治的圧力の産物となり

がちになるという根本的な欠陥を有することになる。さらに，政府機関

による基準設定は組織の性格上から，基準設定のコストを軽視しがちで

ある。近年の会計基準設定の基本姿勢に関する議論，すなわち，原則主

義と細則主義の論争は基準設定のコストの軽減について取り上げたもの

である。第１章から第３章までの議論はいずれも，財務報告の意義に関
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する総論的な議論を展開している。

第４章から第８章は，世界の主要４カ国（米国・英国・ドイツ・日本）

と１地域（EU）を個別に取り上げて，財務報告の歴史と現行の規制体

制を概観している。これらの章では，要求される財務情報の開示，会計

基準，投資家保護，コーポレートガバナンスの状況，会計と監査の執行

状況が検討されている。いずれの国や地域でも，資本市場のグローバル

化や会計不祥事への対応するなかで，時間をかけて財務報告制度の育成

に努めてきていることを取りまとめている。第９章は，これら各国と地

域で異なる財務報告制度を比較検討している。こうした作業によって，

財務報告制度の多様性が依然として存在することが明らかにされている。

すなわち，資本市場のグローバル化が進展していく状況にあっても，市

場と規制に関する各国の主権が維持されている構図が鮮明にされている

のである。

著者は財務報告制度の多様性の存在を根拠に，FASBとIASBが中心

となって，現行のグローバルな会計基準を制度化する取り組みに対して

悲観的な見解を表明している。財市場や金融市場でのグローバル競争に

よって，高品質で透明性が高く，国際的に比較可能な会計や監査が要求

されており，これを背景として唯一無二のグローバルな会計基準への統

合化に拍車がかかっている。唯一無二の世界基準への統合化は，単一の

国際的機関に基準設定の独占権を譲り渡すことであるため，容易な道の

りではない。また，現行の各国の規制体制を鑑みると，いかに合意され

た基準であっても，受入国の思惑によりさまざまに解釈され適用される

可能性が高いため，機能停止に陥る懸念を否定できない。

第１０章は，独占的な基準設定に対する解決策として，競争を提案して

いる。基準設定への市場原理の導入こそが，政治的介入や商業的影響を

中和させることのできる唯一のシステムであるという。基準間競争は，

国家間モデル（among-countries model），証券取引所間競争モデル（ex-
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change-competition model）および企業選択モデル（firm-choice model）

という３つの段階で生じうる。グローバル化した資本市場への対応を考

えると，少数の高品質な基準間の「制約条件付の競争」が必要であると

論じている。「制約条件付の競争」というアイデアは，今日の国際的な

基準設定機関が取り組んでいる方向性を阻むものではない。多くの主権

国家が自国の規定や独自性を反映させるために，国内基準とグローバル

規準といった複数の基準を保持し続けると考えられる。ゆえに，制約条

件付きの競争というアイデアの実行可能性が高いと，著者は指摘する。

なお，現在進行中のグローバルな会計基準へのコンバージェンスに関す

る議論よりも，重要な問題は基準執行の問題である。国内での調整はも

とより，公的で超国家的な措置を講ずることにより，国際的な管轄域と

いう枠組みを構築し，参加を呼びかけることになるだろう。

最終章の第１１章では各章の議論を振り返るとともに，今後の検討課題

として会計基準設定機関が将来直面する課題と対処法が提示されている。

「世界共通のGAAP」の必要性や有効性を問いかける本書に一貫する問

題意識に応えるかたちで，財務諸表での認識や測定に関する会計理論の

有効性と自発的な開示の便益に関する可能性が議論されている。繰り返

しになるが，その主張は制度改革の現状に対する表面的な批判ではなく，

会計基準設定の理論的基盤や財務報告の開示内容に踏み込んでおり，ま

さに，この批判の論拠こそ，本書の特徴を見いだすことができよう。そ

の具体的な論点は，会計モデルに関する収益費用中心観と資産負債中心

観，会計基準設定に関する原則主義と細則主義，利益測定に関する公正

価値評価と保有目的別時価評価といった論争に及んでいる。

グローバルな会計基準に向かう制度改革の動向は，貸借対照表を重視

する資産負債中心観と公正価値評価に傾斜している。多くの公正価値は，

客観性や検証可能性のある金額に基づかない見積りから導出されるため，

測定者の主観に左右される。したがって，その見積りには往々にして経
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営者の判断が含まれるため，投資家や監査人にとっても非常に危険なも

のである。公正価値評価に基づく資産負債中心観は信憑性のある会計制

度になりえず，また実務上も達成できないと結論づけられている。

損益計算書を重視する収益費用中心観に基づく会計モデルを基底に据

えた，原則主義による会計制度の設計こそ，著者の主張する「制約条件

付の競争」を有効に機能させると考えているのかもしれない。

なお，財務諸表情報には情報の信憑性という制約が付されている。情

報の有用性や信頼性の程度に応じて，経営者や投資家にとって補足的開

示が必要になるかもしれない。補足的開示の実行方法（強制的開示と自

発的開示）と具体的な４つの開示手段（株主に対する経営者または取締

役報告書，ならびに無形資産，リスクおよび業績の非財務的尺度の報告

書）が検討されている。

補足的情報の提供には，さまざまな便益とコストがある。詳細なディ

スクロージャーの強制は必ずしも効率的ではない。規制当局や基準設定

機関は，経営者の裁量に懐疑的なので，全面的に自発的開示に委ねるこ

とに懸念を有している。しかしながら，情報提供コストと便益は企業間

で格差があり，また新たな現象に対する革新的な開示方法に対し，試行

錯誤を奨励しなければならない際に，自発的開示は有効である。した

がって，自発的開示に対する裁量の余地を残しておくべきであり，また

最善の実務を形成するためにも開示方法間の競争を促進することが望ま

しいという。

このように，市場原理に基づく制約条件付きの競争こそが，会計制度

の設計や実務の改善に寄与するというのが本書の意図である。IFRS導

入諸国が現在１００カ国を超え，IFRSが世界の会計基準としての確たる地

位に上り詰めている。わが国でも，２００９年６月３０日に企業会計審議会が

「我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）」

を公表し，２０１０年３月期からのIFRSの任意適用が認められ，２０１２年を
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目途に我が国へのIFRS強制適用の是非を判断しており，準備期間を経

て２０１５年または２０１６年に強制適用が始まる可能性があるという。また同

年７月３日にIFRS対応会議が発足し，民間レベルでのIFRS導入の推進

が本格的に検討されるようになった。IFRSの受入れが官民一体となっ

て議論されているからこそ，唯一のグローバルな会計基準に対する警鐘

をならす本書の主張には意義がある。しかも，表面的な批判ではなく，

その成立基盤である会計理論の妥当性に見極めているため，本書は優れ

た作品といえよう。翻訳に際して，監訳者の細心の注意が払われている

ことが観察される。原書に対して忠実な翻訳を心がけているものの，抽

象的な修辞に対して原文の意を汲んだ表現をとっており，読み手の理解

を深めるような努力が垣間見える。訳者すべての献身的な努力が結実し，

本書の学術的な価値をいっそう高めているものと評している。

（２０１０年４月１９日受理）
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